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現 状 と 県 の 取 組 状 況 

 教育委員会（教育人材開発課） 

【現 状】 

１（１）国では、令和４年12月に「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」を策定し、中学校部活動の

地域連携や地域移行について、令和５年度から令和７年度までの３年間を「改革推進期間」と位置付けている。また、令和６年８月に設置し

た「部活動改革に関する実行会議」等により、令和８年度以降の支援方策など、次期部活動改革に向けた在り方等について検討を進めている。 

（２）文部科学省は、令和４年に実施した「令和４年度公立小・中学校等における教育課程の編成・実施状況調査」の結果から、令和３年度の

実績において、公立小・中学校等で標準授業時数を大きく上回って教育課程を編成・実施している学校が一定数あることが明らかになったこ

とを踏まえ、県・市町村教育委員会に対し、授業時数の配当やその運用を工夫している学校及び教育委員会の例や留意点を示し、各学校の教

育課程の編成・実施が適切に行われるよう対応を求めている。 

２ 文部科学省においては、小学校における教科担任制の拡充など教職員定数の改善や、学習プリントの準備等を行う教員業務支援員の配置拡

充など、令和６年８月27日付け中央教育審議会答申「「令和の日本型学校教育」を担う質の高い教師の確保のための環境整備に関する総合的な

方策について」（以下「答申」という。）を踏まえ、令和７年度予算において、指導体制の充実等に向けた概算要求を行っている。 

３ 令和元年度には公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（以下「給特法」という。）の改正により、超過勤務命令に

基づく業務以外の時間も含む「在校等時間」についての上限時間等を規定した、法的根拠を持つ文部科学省告示が行われている。 

給特法については、答申で「教師の職務等の特殊性を踏まえると、勤務時間の内外を包括的に評価し、教職調整額を支給する仕組みは、現

在においても合理性を有する。」「教職調整額の率は少なくとも10％以上とすることが必要」と示されたことも踏まえ、令和７年度予算におい

て、文部科学省は、教職調整額を４％から13％に引き上げる概算要求を行っている。 

４ 文部科学省は、教員の勤務実態や働き方改革の進捗状況等を把握・分析することを目的として、令和４年度に教員勤務実態調査を実施して

おり、その結果は答申に至る中央教育審議会での議論にも活用されている。 

 

【県の取組状況】 

１（１）国のガイドライン策定を受け、県では部活動の在り方検討会等により課題整理や方向性の検討等を行い、令和５年８月に「鳥取県公立 

中学校等の休日における部活動の地域連携・地域移行に向けた推進計画」を策定した。この推進計画も踏まえ、市町村が主体となり管内の現 

状把握、課題・問題点等の整理を進めているが、県としても地域移行等に必要な支援や、課題解決に向けた国への要望を行っている。 

  ＜県からの支援＞ 

  ・地域クラブ立上げに係る経費の一部補助、部活動指導員や外部指導者配置経費の一部補助、各圏域における意見交換会の開催 等 

  ＜国への要望＞ 

 ・指導者となる人材の確保、保護者負担軽減に向けた財政措置、改革推進期間以降の方向性の早期提示、高校での対策検討 等 

（２）国の調査結果を踏まえ、各学校の教育課程の編成・実施が適切に行われるよう、児童生徒の実態を踏まえつつ各学校の指導体制に見合 

った授業時数を設定する必要があること、災害や流行性疾患による学級閉鎖等の不足の事態に備えることのみを過剰に意識して標準授業時数 

を大幅に上回って教育課程を編成する必要はないこと、学校における働き方改革にも考慮した対応を検討することが重要であること等を、小・

執行部提出参考資料 
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中・義務教育学校長に機会を捉えながらお願いしている。 

２ 令和６年７月には、35人以下学級の実現後の加配定数の維持・拡充、小・中学校の特別支援学級の学級編制基準の見直し、小学校教科担任

制の充実、養護教諭の配置充実、看護師など医療的専門スタッフ・司書の基礎定数化、教員業務支援員の配置拡充など、定数改善や人員配置

に向けた財政支援拡充に関する国への要望を行っている。 

３ 文部科学省告示を踏まえ、服務監督を行う各教育委員会においては、文部科学省告示を参考とし、上限方針を教育委員会規則等において定

めている。また、本年７月、11月には、教職調整額の引き上げを含めた教員の処遇改善、指導・運営体制の充実、働き方改革の更なる加速化を

一体的に進めるよう、国に要望を行っている。 

４ 時間外業務の状況については、給与・勤怠管理システムにより状況の把握を行い、外部有識者、市町村（学校組合）教育長代表、校長会代表

等で構成する「カイゼン活動推進検討会」で活用するなど、働き方改革に関する各種取組の推進に活用している。また、取組の推進に向けて

は、時間外業務時間の正確な把握が不可欠であることから、時間外業務時間の入力の扱い等をまとめた資料を毎年全教職員に配布し、周知徹

底を図っている。 

 

 


